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令和７年度当初予算の概要

比 較 増 減 率

１,７４０,０００ ９.１

９５,２００ １.２

△１５２,０００ △４.０

１,６８３,２００ ５.５

　 一般会計

合 計 ３２,３６４,２００ ３０,６８１,０００

　 主な歳入では、市税で５３億７，０００万円（前年度比３億６，４００万円、７．３％増）を計上しました。市民税においては、個人市民税で令和６年度に行わ

れた定額減税による減収分の復活や堅調な伸びを見込み２億１，４００万円、また、法人市民税も企業収益の伸びを見込み１億２，８８０万円の増収としま

した。地方交付税は、地方の安定的な財政運営に必要な一般財源総額が国により令和６年度以上に確保されたことなどから、４０億円（前年度比５．３％

増）を計上しました。さらに、社会保障関係経費や補助対象普通建設事業費の増加に伴い、国庫支出金や県支出金も増額を見込みました。国庫支出金

は、２６億８，３１２万円（前年度比２０．０％増）となっています。諸収入は、消防指令センター建設にかかる東濃４市からの負担金の増加により、１１億８，４

００万円（前年度比２９．９％増）となりました。市債は、金利の上昇を見据え、公債費の増加による後年度の財政負担を抑制するため、１９億８，７２０万円

（前年度比１．０％減）に抑え、財政調整基金と公共施設整備基金の活用により繰入金を１９億２，１９０万円（前年度比２６．３％増）に増額することで、財源

不足に対応しました。
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特 別 会 計 ７,９５８,５００ ７,８６３,３００

企 業 会 計 ３,６１５,７００ ３,７６７,７００

　 令和７年度の瑞浪市の当初予算規模は、一般会計が２０７億９，０００万円（前年度比９．１％増）、特別会計・企業会計を合わせた総額では３２３億６，４２

０万円（前年度比５．５％増）となりました。一般会計は、東濃５市共同で運用する消防指令センターの建設（１０億８３７万円）や土岐市とJA岐阜厚生連と共

に設置を目指す新病院の建設（７億２，７７０万円）が大詰めを迎え、事業費が増加しており、当市の当初予算としては初めて２００億円を超え、前年度に続

いて過去最高を更新しました。特別会計の後期高齢者医療事業特別会計及び介護保険事業特別会計においては、団塊の世代が全員７５歳以上の後期

高齢者となるいわゆる「２０２５年問題」に直面し、医療と介護の需要の増加を見込んでおり、国民健康保険事業特別会計、駐車場事業特別会計を加えた

４つの特別会計の合計は、７９億５，８５０万円（前年度比１．２％増）となりました。企業会計においては、水道事業会計で増加、下水道事業会計で減少し

ており、合計で３６億１，５７０万円（前年度比４．０％減）となりました。

（単位：千円、％）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

一 般 会 計 ２０,７９０,０００ １９,０５０,０００



　 特別会計・企業会計

　歳出では、第７次瑞浪市総合計画に掲げる２つの重点施策及び５つのまちづくりの基本方針を体現する大型プロジェクトが佳境に入るとともに、近年の

人件費の上昇や物価高騰による物件費等の増加傾向が経費を押し上げたことにより、過去最大の当初予算額となりました。

　人件費、扶助費、公債費の義務的経費は、総額で８１億４，０８０万円（前年度比３．９％増）となりました。人件費は３６億４，０１１万円（前年度比３．２％

増）、扶助費は障害者自立支援給付、医療費助成などの経費が膨らみ３１億８６９万円（前年度比７．８％増）に増加し、公債費はこれまでの市債の借入抑

制効果により１３億９，２００万円（前年度比２．４％減）に減少しました。

　その他の経費においては、物件費が物価高騰に加え、児童生徒全員に１人１台配備するタブレットパソコン更新費用の計上により、１億８，８９９万円増

の３９億５，２１３万円（前年度比５．０％増）となりました。維持補修費は、令和２年度から令和６年度にかけて集中的に取り組んできた河川の緊急浚渫が一

段落したため、１億１，６６６万円（前年度比４８．５％減）に半減しました。補助費等は、令和７年度竣工・開院予定の新病院に係る負担金の増加により、２１

億４８９万円（前年度比３６．７％増）となりました。

　投資的経費は、瑞浪駅周辺再開発（駅北地区）の本格化や令和８年４月運用開始を目指す消防指令センターの建設が大詰めを迎えることに加え、混

合焼却施設や土岐小学校、地域交流センターなどの大規模改修事業を実施するため、普通建設事業費が８億９６２万円増の４５億５，８４６万円（前年度

比２１．６％増）となりました。

　目的別で見ると、新病院建設、瑞浪駅周辺再開発、消防指令センター建設の大型プロジェクトを抱える衛生費（前年度比２１．２％増）、土木費（前年度

比３１．１％増）、消防費（前年度比３６．９％増）の伸びが大きくなっています。子育て世帯への給付金の支給や私立保育所、放課後児童クラブへの支援

など、総合計画の重点施策である子育て支援に重点的に予算配分したこと、また、これまで民生費（保育所費）と教育費（幼稚園費）に計上していた幼児

園関係の経費を、認定こども園への移行に伴い、民生費にまとめて計上したことにより、民生費が前年度比８．４％増加し、逆に教育費は減少しました。

　特別会計について、後期高齢者医療事業では、団塊の世代全員が後期高齢者医療制度の対象へ移行するため、被保険者数の増加による医療給付

費の増を見込み、６億９，７００万円（前年度比３，０００万円、４．５％増）を計上しました。国民健康保険事業では、被保険者数の減少による医療給付費の

縮減を一人当たりの医療費の増加による伸長が上回る見込みのため、３４億７，８００万円（前年度比３，６００万円、１．０％増）となりました。介護保険事業

では、被保険者数は微減を見込むものの、要介護認定者数は増加傾向にあり、３７億４，８５０万円（前年度比２，９９０万円、０．８％増）を計上しました。駐

車場事業では、３，５００万円（前年度比７０万円、２．０％減）と前年度並みの予算額となっています。

　企業会計では、水道事業について、収益的支出が１１億３，３００万円（前年度比１，０４０万円、０．９％増）、資本的支出が７億３，７００万円（前年度比１

億５３０万円、１６．７％増）となりました。水道総合地震対策などの実施により、資本的支出が増加しました。下水道事業については、収益的支出が１１億

８，６２０万円（前年度比４，８９０万円、４．０％減）、資本的支出が５億５，９５０万円（前年度比２億１，８８０万円、２８．１％減）となりました。資本的支出は、

令和６年度の土岐汚水中継ポンプ場長寿命化工事のようなポンプ場整備事業費を計上していないため、減少しました。

　特別会計、企業会計への一般会計からの繰出金（上下水出資補助、後期高齢者医療広域連合負担金を含む。）は、２１億９，０７３万円（前年度比２，８８

８万円、１．３％増）を見込みました。
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　令和７年度　主な事業一覧

１．人・未来を育むまちづくり
（単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

民生費 保険年金課
福祉医療費助成経費
福祉医療費助成経費（市単）

0歳から高校生世代までの子ども、重度心身障害者、ひとり親家庭等の親子、精神通院者を対象
とする医療費の助成を行います。

427,000 386,000 41,000 130,000 123,760 173,240

民生費 こども家庭課 放課後児童クラブ支援事業
放課後児童健全育成事業を実施する市内6ヶ所の学童クラブに補助金を交付し、運営を支援し
ます。令和7年度は、施設を再建するクラブに対する工事費等の補助も行います。

108,000 73,915 34,085 76,372 31,628

〇 民生費 こども家庭課 妊婦のための支援給付事業
こども未来戦略「加速化プラン」に基づき、妊娠期の経済的負担の軽減を目的として、妊婦認定
後に5万円、出産後に子ども1人当たり5万円を支給します。

22,097 22,097 22,072 25

〇 民生費 こども家庭課
地域子育て支援センター移転事
業

稲津地域子育て支援センターを稲津こども園内に移転し、令和8年から開所するための施設改修
等を行います。

3,285 3,285 3,285

民生費 こども家庭課 児童手当給付経費
児童手当法に基づき、18歳到達後の最初の3月31日までの児童を養育している保護者に対し、
児童手当の給付を行います。

710,000 775,783 △ 65,783 642,240 67,760

民生費 こども家庭課 第２子以降出産祝金支給事業
第2子以降の子どもの出生をお祝いするとともに、夫婦１組当たりの出生数の増加を図るため、1
人当たり10万円の祝金を支給します。

15,100 15,096 4 15,100

民生費 こども家庭課 高等学校就学準備等支援事業
中学3年生の子どもの進学や就職等の準備に係る経済的な負担を軽減するため、1人当たり3万
円の支援金を給付します。

9,800 9,762 38 9,800

〇 民生費 こども家庭課
子育て世帯価格高騰対応特別
給付金給付事業

令和6年度国の補正予算による重点支援地方交付金を活用し、物価高騰の影響を受ける子育て
世帯の生活支援のため、子ども1人当たり1万5千円を給付します。

72,000 72,000 72,000

民生費 こども家庭課 地域型保育給付事業
地域型保育事業を実施する千寿の里もりの愛保育園、中京けいめい保育園、まんまる保育園、
マカナ保育園に対し、保育給付を行います。

209,800 138,000 71,800 157,226 1,325 51,249

民生費 こども家庭課 保育園等給食無償化事業 瑞浪市に住所を置き、認定こども園、保育所等に通う3歳以上児の給食費を無償化します。 6,360 10,047 △ 3,687 6,360

民生費 こども家庭課
病児・病後児保育施設整備負担
事業

土岐市に移設する病児・病後児保育施設の整備費用を土岐市と瑞浪市で負担します。 5,708 92 5,616 5,708

衛生費 こども家庭課 産後ケア事業
1歳未満の母子等を対象に、宿泊型、通所型、訪問型の産後ケアを実施し、産後も安心して子育
てが出来る支援体制を確保します。

2,670 1,162 1,508 1,780 890

予 算 額
（ Ａ ）

前 年 度
予 算 額
（ Ｂ ）

比 較
（ Ａ ） - （ Ｂ ）

予 算 額 の 財 源 内 訳

新規 款 所　属 事　　　業　　　名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要

【表の見方】 第７次瑞浪市総合計画の５つの体系別に記載しています。

まちづくりの基本方針（施策の大綱）

１．人・未来を育むまちづくり

２．魅力あふれるまちづくり

３．生涯活躍のまちづくり

４．活気みなぎるまちづくり

５．持続可能なまちづくり

◇新 規：○印が新規事業です。
◇事業概要：当初予算に計上された事業内容を記載しています。

◇予 算 額 ：個別事業についての予算額です。

◇比 較：予算額と前年度予算額の比較です。

◇予算額の財源内訳：

各事業の予算額の財源内訳です。
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（単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

〇 教育費 学校教育課 「人権の花」運動事業
明世小学校において、花づくりを通して思いやりの精神を身につけることを目的に、地域と連携し
て花を育てる「人権の花」運動を行います。

150 150 150

教育費 学校教育課 教育支援センター運営経費
教育支援センターにおいて、学校生活の不安等に対する教育相談を行うとともに、適応指導教室
「こぶし教室」において不登校者の学校復帰を目指した指導を行います。また、各小中学校内教
育支援センターにおける相談員の充実を図ります。

16,200 14,417 1,783 2,867 13,333

教育費 学校教育課
スクールサポートスタッフ配置事
業

教職員の働き方改革を推進するため、教員の業務支援等を行うスクール・サポート・スタッフを各
校1名配置します。

6,200 6,172 28 5,775 425

教育費 学校教育課 コミュニティ・スクール推進事業
各校に学校運営協議会を設置し、幅広く地域の方とふれあい、ふるさとについての学習を行う
等、地域と協働しながら子ども達の豊かな成長を支えます。

2,490 2,444 46 867 1,623

教育費 学校教育課
医療的ケアのための看護師配置
事業

医療的ケアを必要とする児童生徒が学校での生活を安全に送るため、看護師を配置します。 5,421 1,640 3,781 1,807 3,614

〇 教育費 教育総務課
タブレットＰＣ更新事業（小学校）
タブレットＰＣ更新事業（中学校）

ＧＩＧＡスクール構想により、令和2年度にすべての小中学生に1人1台配備したタブレットパソコン
の更新を行います。

152,635 152,635 91,270 32,000 29,365

教育費 学校教育課
小学校ＩＣＴ支援員派遣事業
中学校ＩＣＴ支援員派遣事業

小中学校でのＩＣＴ活用のアドバイスや機器トラブルに対応するため、ICT教育に対する高い技術
を持った専門支援員を派遣します。

15,000 15,000 660 14,340

〇 教育費 教育総務課 瑞浪小学校改修事業
竣工から30年以上経過し、老朽化対策が急務となっている校舎等の改修工事のための基本設計
を行います。

14,000 14,000 14,000

〇 教育費 教育総務課 土岐小学校改修事業 竣工から40年以上経過し、老朽化対策が急務となっている校舎等の改修工事を行います。 173,000 173,000 147,200 25,800

教育費 生涯学習課 地域学校協働活動推進事業
地域の方々と一緒に子どもたちの学びと成長を支えるため、学校と連携して地域活動や学校支
援等を行います。

190 187 3 100 90

教育費 生涯学習課 日本語教室開催事業
地域で暮らす外国人と日本人が共に心地よく暮らしていくきっかけづくりとして地域日本語教室を
開催します。

460 472 △ 12 200 260

〇 教育費 日吉公民館 日吉公民館施設改修事業
老朽化している日吉公民館の大規模改修工事（外壁・屋根改修、空調設備改修、LED化、トイレ
改修等）を行います。

98,000 98,000 85,200 12,800

教育費 スポーツ文化課 中山道整備基本計画策定事業 国史跡中山道の修繕・再整備等の方針等を定めた整備基本計画を策定・刊行します。 4,544 5,055 △ 511 2,272 2,272

教育費 スポーツ文化課
全国健康福祉祭ぎふ大会開催
事業

令和7年度に開催する全国健康福祉祭ぎふ大会（ねんりんピック岐阜2025）の運営を担う市実行
委員会へ交付金の交付を行います。

5,000 1,450 3,550 5,000

予 算 額 の 財 源 内 訳

新規 款 所　属 事　　　業　　　名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 予 算 額
（ Ａ ）

前 年 度
予 算 額
（ Ｂ ）

比 較
（ Ａ ） - （ Ｂ ）



（単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

教育費 学校給食センター 学校給食センター改修事業 竣工から22年が経過し、老朽化対策が急務となっている厨房機器等の更新を行います。 97,480 172,000 △ 74,520 85,000 12,480

教育費 学校給食センター 学校給食用食材購入経費
学校給食用食材費が高騰する中、子育て世代の負担軽減を図るため、令和6年度国の補正予算
による重点支援地方交付金を活用することで給食費を据え置いたまま、質や量を保った学校給
食を児童生徒に提供します。

181,800 180,000 1,800 5,000 165,100 11,700

２．魅力あふれるまちづくり
（単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

総務費
シティプロ
モーション

課
移住定住情報発信事業 移住定住を促進するため、イベント出展や移住定住ポータルサイトを活用し、広くPRを行います。 2,200 3,007 △ 807 2,200

総務費
シティプロ
モーション

課
お試し移住体験事業

市外に在住する若者等に対し、「ふるさとワーキングホリデー」を活用して、関係人口の拡大と将
来的な移住・定住の掘り起こしを図ります。

3,000 4,300 △ 1,300 1,500 1,500

総務費
シティプロ
モーション

課

子育て世帯等移住促進奨励金
交付事業

名古屋都市圏や東京圏在住の子育て世代等の移住の促進を図るため、奨励金（300千円）を交
付します。

9,000 13,500 △ 4,500 9,000

〇 総務費
シティプロ
モーション

課
シティプロモーション推進事業

地域の魅力をオールみずなみで発信するため、シティプロモーションコンセプトの「人、街、自然
すべてが学校。」のブランドロゴを制作し、職員や市民が積極的に活用できる体制を整えます。

1,400 1,400 500 900

総務費 企画政策課 くらし情報配信サービス経費
子育てやイベントなど暮らしに直接結びつく情報をホームページやLINEなどで配信します（移
住、子育て、健康、生涯学習、観光）。

3,150 3,207 △ 57 3,150

総務費
シティプロ
モーション

課
域学連携推進事業

若者のまちづくり参画と地域活性化促進のため、域学連携協定を結ぶ学校が地域と協働で実施
する活動に対し、交付金を交付します。

1,000 2,620 △ 1,620 1,000

〇 総務費
シティプロ
モーション

課

ミライ創ろまい課プロジェクト推進
事業

学生によるまちづくりグループ「ミライ創ろまい課」による、若者の目線でまちの魅力向上や課題解
決を図る取組みを推進します。

1,700 1,700 1,700

土木費
シティプロ
ジェクト推

進課

瑞浪駅周辺再開発事業（駅北地
区）

人々が駅周辺に集まるきっかけとなるような魅力的な複合公共施設を整備します。事業者の選定
を進めるとともに用地買収を行います。

1,236,058 692,655 543,403 438,647 210,200 408,000 179,211

土木費
シティプロ
ジェクト推

進課

瑞浪駅周辺再開発事業（駅南地
区）

「未来の子どもたちに渡せるまち」の実現に向け、市街地再開発事業着手の検討を進めるととも
に、Mビルやゑびす屋などの拠点を活用し、まちの活性化に繋げます。

80,400 30,456 49,944 80,400

土木費 都市計画課 市営住宅長寿命化事業
市営住宅長寿命化計画に基づく住宅改修等を行います。令和7年度は、名滝団地で屋根防水工
事を行い、住宅の機能向上を図ります。

12,000 11,500 500 6,000 6,000

予 算 額 の 財 源 内 訳

新規 款 所　属 事　　　業　　　名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 予 算 額
（ Ａ ）

前 年 度
予 算 額
（ Ｂ ）

比 較
（ Ａ ） - （ Ｂ ）

新規 款 所　属 事　　　業　　　名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 予 算 額
（ Ａ ）

前 年 度
予 算 額
（ Ｂ ）

比 較
（ Ａ ） - （ Ｂ ）

予 算 額 の 財 源 内 訳

－ 5 －



－ 6 －

（単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

土木費 都市計画課 市営住宅用途廃止事業
用途廃止した住棟の解体撤去を行い、団地の住環境の向上を図ります。令和7年度は、鶴城及
び公文垣内団地で解体撤去を行います。

12,400 15,489 △ 3,089 3,100 9,300

３．生涯活躍のまちづくり
（単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

〇 民生費 社会福祉課 市民福祉センター改修事業 市民福祉センターの保全改修工事（エレベーター、トイレ洋式化）を行います。 44,230 44,230 25,000 18,900 330

〇 民生費 高齢福祉課 老人憩いの家施設整備事業
老人憩いの家3館（寿楽荘、福寿荘、桜寿荘）の施設照明のLED化工事を行います。また、寿楽
荘の屋根改修、トイレ洋式化工事を行います。

12,770 12,770 11,500 1,270

民生費 保険年金課
高齢者保健・介護予防一体的実
施経費

レセプト、健診データ等から高齢者の健康状態を分析し、個別保健指導、フレイル予防教室等を
実施します。

6,900 6,133 767 6,751 149

民生費 保険年金課 高齢者健康維持推進経費
後期高齢者医療保険被保険者の健康保持･増進のため、「ぎふ・すこやか健康診査」や「ぎふ・さ
わやか口腔健診」を実施します。

15,300 14,173 1,127 15,300

民生費 社会福祉課 自立支援医療給付経費 身体機能障がいの軽減・改善を図るため、医療に係る自己負担額を助成します。 25,000 30,172 △ 5,172 18,718 6,282

民生費 社会福祉課 障害者自立支援給付経費 障害者総合支援法に基づき、障害福祉サービス費用を給付します。 778,660 708,768 69,892 583,725 194,935

民生費 こども家庭課 障害児支援給付経費 障害児通所支援（児童発達支援・放課後等デイサービス等）に対し給付を行います。 161,500 136,094 25,406 120,000 41,500

衛生費 健康づくり課 公的救急病院運営補助事業 公的救急病院に対し、運営補助を行います。 50,000 60,000 △ 10,000 50,000

衛生費 健康づくり課
東濃中部病院事務組合負担事
業

東濃中部病院事務組合が行う新病院の建設費や休日急病診療等に係る費用を土岐市と瑞浪市
で負担します。

727,702 147,295 580,407 207,150 520,552

〇 衛生費 健康づくり課
岐阜県医学生修学資金地域医
療コース貸付事業

地域医療確保のため、将来県内の医療機関において勤務し、地域医療に貢献する意思のある
医学生に対して、岐阜県と共同で修学資金の貸付けを行います。

2,400 2,400 2,400

前 年 度
予 算 額
（ Ｂ ）

比 較
（ Ａ ） - （ Ｂ ）

予 算 額 の 財 源 内 訳

新規 款 所　属 事　　　業　　　名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 予 算 額
（ Ａ ）

前 年 度
予 算 額
（ Ｂ ）

比 較
（ Ａ ） - （ Ｂ ）

予 算 額 の 財 源 内 訳

新規 款 所　属 事　　　業　　　名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 予 算 額
（ Ａ ）



４．活気みなぎるまちづくり
（単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

〇 農林
水産業費

農林課 スマート農業技術導入支援事業
スマート農業技術を活用して、農業経営の改善・発展を目指す際に必要な農業用機械等の導入
を支援します。

1,508 1,508 1,508

農林
水産業費

農林課 新規就農者育成総合対策事業
農業人材の一層の呼び込みと定着を図るため、新規就農者に対し、経営開始時の早期の経営
確立を支援する資金を交付します。

1,500 6,000 △ 4,500 1,500

〇 農林
水産業費

農林課 県単土地改良事業
小規模の受益地を対象として土地改良事業を推進し、農業経営基盤の効率化と強化を図りま
す。

24,500 24,500 11,025 5,390 8,085

〇 農林
水産業費

農林課 農業用ため池廃止事業
現在使用していない農業用ため池において、受益面積が2.0ha未満の施設について、廃止工事
を実施します。令和7年度は、小田新堤と中入洞ため池の実施設計を行います。

14,000 14,000 14,000

〇 農林
水産業費

農林課 県単集落環境保全整備事業
災害の防止、生活環境の保全形成等を図るため、陶町水上の治山堰堤の下流域水路を改修し
ます。

10,000 10,000 5,000 5,000

農林
水産業費

農林課 森林空間施設整備促進事業
森林空間を健康、観光、教育など多様な分野で活用し、森林の新たな価値を創造するため、竜
吟の森の木道、花木の森の木柵の改修を行います。

6,000 6,000 6,000

商工費 商工観光課 企業立地奨励事業 産業の振興と雇用の拡大を図るため、初期操業と新規設備投資に対し、奨励金を交付します。 14,300 54,800 △ 40,500 14,300

商工費 商工観光課 創業支援計画推進事業
創業支援事業計画に沿って、創業希望者及び創業後間もない方の支援を行います。創業支援
セミナーの開催や、新事業を展開するために必要な経費の一部を補助します。

8,100 11,519 △ 3,419 8,100

商工費 商工観光課 企業立地促進事業
釜戸地区工場用地について、立地予定企業の要望に基づく造成工事等を行います。また、明世
町地内における工業用地開発の基本計画策定を行います。

55,640 39,675 15,965 2,500 53,140

商工費 商工観光課 中小企業販路開拓支援事業
市内事業者の販売力強化のために実施する展示会や見本市への出展等に要する経費を補助
し、新たな販路の開拓や拡大を支援します。

7,900 9,321 △ 1,421 7,900

商工費 商工観光課 副業人材活用支援事業 市内の中小事業者と個人事業主が副業人材を活用する経費の一部を補助します。 500 1,010 △ 510 500

商工費 商工観光課 美濃源氏七夕まつり開催事業
瑞浪美濃源氏七夕まつり（陶土フェスタ・祈願大花火大会・バサラ踊り等）を開催する瑞浪美濃源
氏七夕まつり実行委員会に対し、開催経費を補助します。

5,300 6,300 △ 1,000 5,300

商工費 商工観光課 ゴルフの町みずなみＰＲ事業
「ゴルフの町みずなみ」を発信し、大会の開催等により交流人口の増加と市内ゴルフ産業の振興
を図ります。市内観光や特産品のＰＲも合わせて行います。

4,000 3,860 140 4,000

〇 商工費 商工観光課 自然ふれあい館改修事業
竣工から20年以上経過し、老朽化対策が急務となっている自然ふれあい館の外壁及び屋根改修
工事を実施します。

7,640 7,640 7,640

事　　　業　　　名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 予 算 額
（ Ａ ）

前 年 度
予 算 額
（ Ｂ ）

比 較
（ Ａ ） - （ Ｂ ）

予 算 額 の 財 源 内 訳

新規 款 所　属

－ 7 －



－ 8 －

（単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

〇 商工費 商工観光課
インバウンド観光コンテンツ造成
事業

海外からの観光客による観光消費額及び観光入込客数の増加を目的に、インバウンド向け観光
コンテンツの造成に取り組みます。

6,000 6,000 3,000 3,000

〇 土木費 都市計画課 地域交流センター改修事業
地域交流センター「ときわ」の改修工事（外壁・屋根防水、LED化、空調設備、受変電設備等）を
行います。

132,000 132,000 118,800 13,200

〇 土木費 都市計画課 立地適正化計画策定事業
社会情勢の変化や防災指針等を踏まえ、令和3年に策定した立地適正化計画の見直しを行いま
す。

11,000 11,000 5,500 5,500

５．持続可能なまちづくり
（単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

総務費 企画政策課 庁内ＬＡＮ整備事業 庁内ＬＡＮ機器を整備し、セキュリティ対策強化及び事務効率化を図ります。 30,770 113,000 △ 82,230 30,770

総務費 企画政策課 自治体ＤＸ推進経費
AI・RPA の利用、公共施設のオンライン予約等、国が示す重点取組事項について計画的に取り
組み、自治体DXの推進を図ります。

10,100 9,350 750 10,100

総務費 企画政策課
地方公共団体情報システム標準
化対応事業

国が進めるシステムの標準化に対応するため、総合行政情報システム等の改修を行います。 81,100 60,000 21,100 81,100

〇 総務費 危機管理課
防犯機能付き電話機等購入補
助事業

特殊詐欺電話等による被害を未然に防止するため、防犯機能付き電話機等の購入に対して補
助金を交付します。

200 200 200

総務費 税務課
固定資産現地調査タブレット型
ＧＩＳ端末導入事業

土地の現地調査（年間約3,000筆）に利用するタブレット型ＧＩＳ端末を導入し、調査資料の印刷削
減及び効率的な調査の実施を図ります。

2,600 2,563 37 1,000 1,600

〇 総務費 市民課 住基ネット機器更新事業 国・県・市が一層の連携を図り、適切な管理運営をするため、住基ネット機器を更新します。 36,000 36,000 36,000

〇 総務費 市民課 戸籍振り仮名整備事業 令和7年5月に施行される戸籍への氏名の振り仮名記載を進めます。 12,200 12,200 12,200

〇 総務費
選挙管理
委員会事

務局
参議院議員選挙 令和7年7月28日任期満了に伴う参議院議員通常選挙を執行します。 24,400 24,400 22,317 2,083

〇 総務費 企画政策課 国勢調査事業
人口・世帯の実態を把握し、各種行政施策その他の基礎資料を得ることを目的とした、統計法第
5条に基づく基幹統計調査である国勢調査を行います。

18,200 18,200 17,994 206

新規 款 所　属 事　　　業　　　名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 予 算 額
（ Ａ ）

前 年 度
予 算 額
（ Ｂ ）

比 較
（ Ａ ） - （ Ｂ ）

予 算 額 の 財 源 内 訳

新規 款 所　属 事　　　業　　　名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 予 算 額
（ Ａ ）

前 年 度
予 算 額
（ Ｂ ）

比 較
（ Ａ ） - （ Ｂ ）

予 算 額 の 財 源 内 訳



（単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

衛生費 クリーンセンター 混合焼却施設管理経費
焼却施設の運転及び保守・点検などの施設管理を行います。ごみの搬入量の縮減を促し、光熱
費や薬品などのコストを削減するなど、計画的な運転を行います。

448,000 432,240 15,760 70,028 377,972

衛生費 クリーンセンター 混合焼却施設設備改修事業
老朽化が進んでいる混合焼却施設の設備改修工事を計画的に実施し、処理施設の安定稼働を
図ります。

560,320 554,274 6,046 336,600 130,000 93,720

衛生費 環境課 エネルギー利用最適化事業
蓄電池等の設置に補助金を交付し、電力の自家消費、エネルギーの効率的な活用を推進しま
す。

4,500 5,000 △ 500 4,500

衛生費 環境課
地域脱炭素移行・再エネ推進事
業

非ＦＩＴの太陽光発電設備または太陽光発電設備と蓄電池の設置に対して補助金を交付します。 2,100 9,044 △ 6,944 2,100

衛生費 環境課 ごみ焼却施設広域化事業
ごみ焼却施設の広域化について基本構想の策定を進める中で、候補地の選定を進めます。その
経費を瑞浪市・多治見市・土岐市で負担します。

2,740 2,311 429 2,740

衛生費 環境課 斎場設備整備事業
老朽化が進んでいる斎場の長寿命化を図るため、修繕工事（動物炉オーバーホール等）を行い
ます。

16,200 1,375 14,825 13,900 200 2,100

商工費 商工観光課 コミュニティバス運行事業
地域住民の買い物や通院、小学生の通学等に利用されている市内9路線のコミュニティバスを運
行します。

53,000 51,665 1,335 7,039 90 45,871

商工費 商工観光課 デマンド型交通運行事業
「日吉～明世」「大湫～日吉東部」「釜戸」の3ルートでデマンド交通を運行し、交通不便地域の交
通手段の確保を図ります。令和7年10月からはコミュニティバス陶線をデマンド交通に転換しま
す。

10,000 8,930 1,070 10,000

〇 商工費 商工観光課 自動運転社会実装推進事業
将来にわたって持続可能な公共交通を目指し、令和6年度岐阜県主導の自動運転実装検討事
業において作成したレベル4自動運転実装に向けたロードマップに基づき、リスクアセスメント調
査、瑞浪駅～瑞浪市役所間におけるレベル2自動運転での実証実験を行います。

65,000 65,000 64,990 10

土木費 土木課 南垣外北野線道路改良事業 辺地事業の一環として、市道南垣外・北野線（日吉町地内）の道路改良工事を行います。 100,000 100,000 100,000

土木費 土木課 八伏線道路改良事業 生活道路整備のため市道八伏線（釜戸町地内）の道路整備を実施します。 34,000 34,000 27,000 7,000

土木費 土木課 土岐橋架替関連事業 県施工の土岐橋架替事業に併せて周辺道路整備を行います。 98,000 21,900 76,100 36,250 30,000 31,750

土木費 土木課 道路側溝等緊急対策事業
豪雨による市道側溝等の溢水から家屋の浸水被害を防止するため、道路側溝等の改修を実施し
ます。

68,000 31,500 36,500 68,000

土木費 土木課 市道等長寿命化事業
道路舗装の長寿命化を図るため、オーバーレイ工法等によるアスファルト舗装の補修を行いま
す。

72,000 26,000 46,000 72,000

予 算 額 の 財 源 内 訳

新規 款 所　属 事　　　業　　　名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 予 算 額
（ Ａ ）

前 年 度
予 算 額
（ Ｂ ）

比 較
（ Ａ ） - （ Ｂ ）

－ 9 －



－ 10 －

（単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

〇 土木費 土木課
交通安全対策補助金（通学路緊
急対策）事業

交通安全対策補助金を活用し、通学路の安全確保のため、道路改良工事を行います。 91,700 91,700 47,850 40,000 3,850

〇 土木費 土木課
道路メンテナンス事業補助金事
業

道路メンテナンス事業補助金を活用し、道路利用者安全確保、経費削減のため、橋梁、トンネル
等の点検、改修、耐震補強、集約等を行います。

54,700 54,700 29,810 14,500 10,390

土木費 土木課 普通河川緊急対策事業 豪雨等による浸水被害を防止するため、市内普通河川の改修工事を実施します。 350,000 97,500 252,500 350,000

土木費 都市計画課 狭あい道路整備等促進事業
災害時の避難路確保及び被害拡大の抑制のため、西前田・中切線（日吉町地内）等の道路幅員
4ｍ未満の道路について、拡幅整備を行います。

20,000 15,000 5,000 9,500 10,500

〇 土木費 都市計画課
全国都市緑化フェアぎふ出展事
業

令和7年4月から開催される第42回全国都市緑化ぎふフェアにコンテナガーデンを出展し、瑞浪
市をＰＲするとともに、花・みどりのある豊かな暮らしを提案します。

800 800 800

消防費 消防総務課 消防指令センター共同運用事業
東濃5市における消防通信指令業務の共同運用に伴い、消防指令センターの建設工事及びシス
テム整備工事を進めます。

1,008,370 558,453 449,917 277,200 728,102 3,068

〇 消防費 消防総務課 消防指令センター運営経費 東濃5市消防指令センターを運営するための経費です。 3,547 3,547 3,073 474

消防費 消防総務課 消防ポンプ自動車等更新事業
非常備消防車両等の更新事業。第3分団第2部（釜戸町大島消防器具庫）に配備する消防ポン
プ自動車1台、消防操法用の小型動力ポンプ1台を更新します。

28,500 26,121 2,379 19,500 9,000

消防費 危機管理課 防災資機材等整備事業 防災備蓄計画に基づき、非常食、飲料水、資機材等を備蓄・補充します。 10,700 1,583 9,117 10,700

新規 款 所　属 事　　　業　　　名 事　　　　　業　　　　　概　　　　　要 予 算 額
（ Ａ ）

前 年 度
予 算 額
（ Ｂ ）

比 較
（ Ａ ） - （ Ｂ ）

予 算 額 の 財 源 内 訳



令和７年度　会計別予算額の内訳

(単位:千円、％)

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 増 減 額 増 減 率 備 考

A　 B　 (A)-(B)　　C （C)／(B)

20,790,000 19,050,000 1,740,000 9.1

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 697,000 667,000 30,000 4.5

国 民 健 康 保 険 事 業 3,478,000 3,442,000 36,000 1.0

介 護 保 険 事 業 3,748,500 3,718,600 29,900 0.8

駐 車 場 事 業 35,000 35,700 △ 700 △ 2.0

特　別　会　計　合　計 7,958,500 7,863,300 95,200 1.2

水 道 事 業 1,870,000 1,754,300 115,700 6.6 （支出）

下 水 道 事 業 1,745,700 2,013,400 △ 267,700 △ 13.3 （支出）

3,615,700 3,767,700 △ 152,000 △ 4.0

11,574,200 11,631,000 △ 56,800 △ 0.5

32,364,200 30,681,000 1,683,200 5.5

特 別 会 計 ・ 企 業 会 計 合 計

企

業

会

計 企　業　会　計　合　計

特

別

会

計

－ 11 －

比 較

一 般 会 計

合 計

会 計 名



令和７年度　一般会計歳入歳出予算額の内訳

（歳入） （単位：千円、％）

１ 市 税 5,370,000 5,006,000 364,000 7.3 25.8

２ 地 方 譲 与 税 195,500 193,640 1,860 1.0 0.9

３ 利 子 割 交 付 金 5,000 1,300 3,700 284.6 0.0

４ 配 当 割 交 付 金 39,000 33,000 6,000 18.2 0.2

５ 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 55,000 36,000 19,000 52.8 0.3

６ 法 人 事 業 税 交 付 金 75,000 70,000 5,000 7.1 0.4

７ 地 方 消 費 税 交 付 金 947,000 885,000 62,000 7.0 4.6

８ ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 165,000 161,000 4,000 2.5 0.8

９ 環 境 性 能 割 交 付 金 29,000 21,000 8,000 38.1 0.1

１０ 地 方 特 例 交 付 金 36,000 197,000 △ 161,000 △ 81.7 0.2

１１ 地 方 交 付 税 4,000,000 3,800,000 200,000 5.3 19.2

１２ 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 3,000 4,000 △ 1,000 △ 25.0 0.0

１３ 分 担 金 及 び 負 担 金 38,900 30,562 8,338 27.3 0.2

１４ 使 用 料 及 び 手 数 料 280,300 312,351 △ 32,051 △ 10.3 1.4

１５ 国 庫 支 出 金 2,683,123 2,235,851 447,272 20.0 12.9

１６ 県 支 出 金 1,143,467 1,102,832 40,635 3.7 5.5

１７ 財 産 収 入 127,500 96,651 30,849 31.9 0.6

１８ 寄 附 金 404,110 323,110 81,000 25.1 1.9

１９ 繰 入 金 1,921,900 1,521,858 400,042 26.3 9.2

２０ 繰 越 金 100,000 100,000 0 0.0 0.5

２１ 諸 収 入 1,184,000 911,645 272,355 29.9 5.7

２２ 市 債 1,987,200 2,007,200 △ 20,000 △ 1.0 9.6

20,790,000 19,050,000 1,740,000 9.1 100.0

－ 12 －

A　 B　 （Ａ）－（B）　　　C

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

歳 入 合 計

備 考

比 較

構 成 比

（C)／（B)

款 名 増 減 額 増 減 率



（歳入）

令和７年度　市税の内訳

（単位：千円、％）

増　減　額
(A)-(B)　C

増　減　率
（C)／(B)

個 人 1,884,000 1,670,000 214,000 12.8

法 人 427,300 298,500 128,800 43.1

2,352,200 2,334,200 18,000 0.8

133,200 130,100 3,100 2.4

264,000 274,000 △ 10,000 △ 3.6

50 10 40 400.0

850 690 160 23.2

308,400 298,500 9,900 3.3

5,370,000 5,006,000 364,000 7.3

令和７年度　自主財源・依存財源

（単位：千円、％）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 構 成 比 備　　考

9,426,710 8,302,177 1,124,533 45.3

11,363,290 10,747,823 615,467 54.7

20,790,000 19,050,000 1,740,000 100.0

－ 13 －

備　　考

自 主 財 源

依 存 財 源

歳 入 合 計

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

入 湯 税

都 市 計 画 税

市 税 合 計

比　　　　　　　較
税 目

本 年 度 予 算 額
A

前 年 度 予 算 額
B

鉱 産 税



（歳出）

（目的別） （単位：千円、％）

１ 議 会 費 173,000 175,849 △ 2,849 △ 1.6 0.8

２ 総 務 費 2,039,000 1,974,538 64,462 3.3 9.8

３ 民 生 費 6,354,000 5,859,137 494,863 8.4 30.6

４ 衛 生 費 2,590,000 2,136,611 453,389 21.2 12.4

５ 労 働 費 16,300 17,066 △ 766 △ 4.5 0.1

６ 農 林 水 産 業 費 325,000 286,734 38,266 13.3 1.6

７ 商 工 費 538,000 528,368 9,632 1.8 2.6

８ 土 木 費 2,920,000 2,227,929 692,071 31.1 14.0

９ 消 防 費 1,678,000 1,225,628 452,372 36.9 8.1

１０ 教 育 費 2,103,000 2,540,913 △ 437,913 △ 17.2 10.1

１１ 公 債 費 1,392,000 1,426,354 △ 34,354 △ 2.4 6.7

１２ 諸 支 出 金 641,700 625,023 16,677 2.7 3.1

１３ 予 備 費 20,000 20,000 0 0.0 0.1

災 害 復 旧 費 0 5,850 △ 5,850 △ 100.0 0.0

20,790,000 19,050,000 1,740,000 9.1 100.0

－ 14 －

（C)／（B)

款 名

A　 B　 （Ａ）－（B）　　　C

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 増 減 額 増 減 率

比 較

構　成　比

歳 出 合 計



（性質別） （単位：千円、％）

8,140,797 7,837,143 303,654 3.9 39.2

人 件 費 3,640,105 3,526,354 113,751 3.2 17.5

扶 助 費 3,108,692 2,884,435 224,257 7.8 15.0

公 債 費 1,392,000 1,426,354 △ 34,354 △ 2.4 6.7

8,070,748 7,438,173 632,575 8.5 38.8

物 件 費 3,952,129 3,763,136 188,993 5.0 19.0

維 持 補 修 費 116,657 226,374 △ 109,717 △ 48.5 0.6

補 助 費 等 2,104,885 1,539,281 565,604 36.7 10.1

積 立 金 30,250 78,438 △ 48,188 △ 61.4 0.1

投 資 及 び 出 資 金 256,100 239,471 16,629 6.9 1.2

貸 付 金 103,100 103,168 △ 68 △ 0.1 0.5

繰 出 金 1,507,627 1,488,305 19,322 1.3 7.3

4,558,455 3,754,684 803,771 21.4 21.9

普 通 建 設 事 業 費 4,558,455 3,748,834 809,621 21.6 21.9

災 害 復 旧 事 業 費 0 5,850 △ 5,850 △ 100.0 0.0

20,000 20,000 0 0.0 0.1

20,790,000 19,050,000 1,740,000 9.1 100.0

構　成　比

A　 B　

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 増 減 額 増 減 率

（Ａ）－（B）　　　C （C)／（B)

義 務 的 経 費

区 分

比 較

投 資 的 経 費

予 備 費

そ の 他 の 経 費

 － 15 －

歳 出 合 計



令和７年度市債事業一覧

令和７年度市債残高見込額

５ 年 度 末 現 在 高 ７年度末現在高見込額

12,464,587 13,519,099

25,324 3,295

1,475,216 1,410,676

5,089,248 4,410,174

19,054,375 19,343,244

塵 芥 収 集 車 等 購 入 事 業

斎 場 設 備 整 備 事 業

市 道 等 長 寿 命 化 事 業 72,000 日 吉 公 民 館 施 設 改 修 事 業

事 業 名

一 般 会 計 出 資 債 57,000

瑞浪駅周辺再開発事業（駅北地区）

11,500老 人 憩 い の 家 施 設 整 備 事 業

市 民 福 祉 セ ン タ ー 改 修 事 業

普 通 河 川 緊 急 対 策 事 業 350,000

事 業 名 起 債 予 定 額

県 営 急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 負 担 事 業 8,800

地 域 交 流 セ ン タ ー 改 修 事 業

9,300

普 通 河 川 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 3,000

７ 年 度 中 元 金 償 還 見 込 額

25,000

14,310 0

210,200

147,200

277,200

68,000 土 岐 小 学 校 改 修 事 業

336,600

2,351,60018,946,893

100,000 消 防 指 令 セ ン タ ー 共 同 運 用 事 業

1,987,200

6,000

市 営 住 宅 用 途 廃 止 事 業

85,200

11,015

12,861,899

19,500

1,330,000

－ 16 －

(単位：千円)　

起 債 予 定 額

12,000

混 合 焼 却 施 設 設 備 改 修 事 業

(単位：千円)　

118,800

県 単 事 業 負 担 事 業

道 路 側 溝 等 緊 急 対 策 事 業

13,900 市 営 住 宅 長 寿 命 化 事 業

南 垣 外 北 野 線 道 路 改 良 事 業

12,300
県 営 事 業 負 担 金 事 業
（ 県 営 た め 池 等 整 備 事 業 ）

消 防 ポ ン プ 自 動 車 等 更 新 事 業29,200

下 水 道 事 業 会 計 433,9794,779,353 64,800

299,600

６年度末現在高見込額 ７ 年 度 中 起 債 見 込 額

1,291,331 180,255

駐 車 場 事 業 特 別 会 計

合 計

水 道 事 業 会 計

1,955,249

一 般 会 計

1,987,200

会 計 名

道 路 メ ン テ ナ ン ス 事 業 補 助 金 事 業 14,500 合 計



令和７年度　特別会計・企業会計

697,000 （歳入） 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 522,300 （前年 503,147 3.8 ％）

繰 入 金 174,047 （前年 163,193 6.7 ％）

（歳出） 総 務 費 17,623 （前年 16,103 9.4 ％）

　　　　　事務経費　13,231　　保険料徴収経費　4,392

広 域 連 合 納 付 金 678,367 （前年 649,887 4.4 ％）

　　　　　保険料等負担分　646,556　　事務費負担分　21,933　　保健事業費負担分　9,878

3,478,000 （歳入） 国 民 健 康 保 険 料 651,000 （前年 655,700 △ 0.7 ％）

県 支 出 金 2,487,803 （前年 2,461,090 1.1 ％）

繰 入 金 332,200 （前年 318,300 4.4 ％）

（歳出） 総 務 費 77,114 （前年 79,183 △ 2.6 ％）

　　　　　加入世帯数（見込）3,756世帯　　被保険者数（見込）5,924人

保 険 給 付 費 2,436,605 （前年 2,413,105 1.0 ％）

　　　　　療養諸費　　2,109,800　　高額療養費　　313,600　　任意給付費　　13,155

県 納 付 金 922,965 （前年 908,779 1.6 ％）

　　　　　医療給付費分　　643,974　　後期高齢者支援金等分　　214,480　　介護納付金分　　64,511

保 健 事 業 費 32,146 （前年 31,803 1.1 ％）

　　　　　保健衛生普及啓発事業　2,721　　人間ドック等助成事業　3,028　　特定健診事業　26,397

（単位：千円）

－ 17 －

主 な 内 容

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

予 算 額

特 別 会 計

会 計 名



（単位：千円）

3,748,500 （歳入） 介 護 保 険 料 741,251 （前年 742,300 △ 0.1 ％）

国 庫 支 出 金 875,182 （前年 839,979 4.2 ％）

支 払 基 金 交 付 金 963,497 （前年 956,405 0.7 ％）

県 支 出 金 519,239 （前年 518,585 0.1 ％）

繰 入 金 644,290 （前年 656,197 △ 1.8 ％）

（歳出） 総 務 費 112,625 （前年 108,105 4.2 ％）

　　 　　被保険者数（計画）  11,417人

保 険 給 付 費 3,446,600 （前年 3,424,790 0.6 ％）

           介護ｻｰﾋﾞｽ　3,211,700　 介護予防ｻｰﾋﾞｽ　92,400　 高額介護ｻｰﾋﾞｽ　67,200　

           特定入所者介護ｻｰﾋﾞｽ　60,200

地 域 支 援 事 業 費 183,380 （前年 179,828 2.0 ％）

　　　　　介護予防・生活支援サービス事業費　115,750　　包括的支援事業・任意事業費　61,473

35,000 （歳入） 使 用 料 及 び 手 数 料 34,470 （前年 34,200 0.8 ％）

（歳出） 駐 車 場 事 業 費 22,948 （前年 23,669 △ 3.0 ％）

　　　　　駅北駐車場管理費　19,363　浪花駐車場管理費　3,585　

公 債 費 11,022 （前年 11,031 △ 0.1 ％）

特 別 会 計

特 別 会 計

駐 車 場 事 業

介 護 保 険 事 業
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予 算 額 主 な 内 容会 計 名



支出 1,870,000 収益的収支

　（収入） 水 道 事 業 収 益 1,141,000 （前年 1,137,600 0.3 ％）

　　　　　営業収益（給水収益、他会計負担金、その他の営業収益）　　893,120

　　　　　営業外収益（他会計負担金、他会計補助金、長期前受金戻入 他）　247,880

　（支出） 水 道 事 業 費 用 1,133,000 （前年 1,122,600 0.9 ％）

　　　　　営業費用（原水及び浄水費、配水及び給水費、総係費、減価償却費 他）　　1,105,721

　　　　　営業外費用（企業債償還利息 他）、特別損失、予備費　　27,279

資本的収支

　（収入） 資 本 的 収 入 503,000 （前年 88,600 467.7 ％）

　　　　　企業債　　299,600

　　　　　工事負担金（国工事補償金 他）　　57,500

　　　　　分担金（加入者分担金）　　20,384

　　　　　出資金（統合簡水企業債償還元金分、災害対策事業分）　　99,850

　　　　　補助金　　25,666

　（支出） 資 本 的 支 出 737,000 （前年 631,700 16.7 ％）

　　　　建設改良費　　556,745

　　　　企業債償還金（元金）　　180,255

－ 19 －

主 な 内 容

（単位：千円）

予 算 額会 計 名

（ 公 営 企 業 会 計 ）

　　　　(水道総合地震対策事業費　100,000、配水設備改良費　448,620 他)

水 道 事 業 会 計



（単位：千円）

支出 1,745,700 収益的収支

　（収入） 下 水 道 事 業 収 益 1,193,100 （前年 1,246,800 △ 4.3 ％）

　　　　　営業収益（下水道使用料、他会計負担金、その他の営業収益）　　544,083

　　　　　営業外収益 （国庫補助金、他会計負担金、他会計補助金 他）　　649,017

　（支出） 下 水 道 事 業 費 用 1,186,200 （前年 1,235,100 △ 4.0 ％）

　　　　　営業費用（公共下水道管渠費、農業集落排水管渠費、減価償却費 他）　　1,110,388

　　　　　営業外費用（企業債償還利息 他）、特別損失、予備費　　75,812

資本的収支

　（収入） 資 本 的 収 入 260,000 （前年 467,500 △ 44.4 ％）

　　　　　企業債（建設改良）　　64,800

　　　　　負担金（受益者負担金、工事負担金 他）　　14,200

　　　　　出資金　　156,000

　　　　　補助金　　25,000

　（支出） 資 本 的 支 出 559,500 （前年 778,300 △ 28.1 ％）

　　　　建設改良費　　125,521

　　　　(公共下水道管渠布設事業費　72,880、公共下水道管渠長寿命化事業費　30,000 他)

　　　　企業債償還金（元金）　　433,979
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（ 公 営 企 業 会 計 ）

会 計 名 主 な 内 容

下 水 道 事 業 会 計

予 算 額




